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⼭形市⻑公⽤⾞賃貸借公募型プロポーザル実施要領 
 
1 目的 

 本要領は⼭形市⻑公⽤⾞を賃貸借するにあたり、公募型プロポーザル⽅式による企画提案を募
集し、受託候補者を決定するために必要な事項を定める。 
 

2 提案を募集する業務の概要 
（１） 業務の名称 

⼭形市⻑公⽤⾞賃貸借（以下「本業務」という。） 
（２） 業務の内容 

別紙「⼭形市⻑公⽤⾞賃貸借基本仕様書」のとおり 
（３） 賃貸借の期間 

新規登録⽇から８４⽉（７年間） 
（４） 契約の⽅法 

本業務に係るプロポーザル（以下「本プロポーザル」という。）で決定した受託候補者（最優
秀提案とされた内容について本市と合意に至った場合に限る。）との随意契約とする。 

（５） 提案上限額 
⽉額９７，０００円（消費税及び地⽅消費税の額を含まない。） 
本業務に係る⾒積書の提出の際は、この⾦額を超えてはならない。 

（６） 支払⽅法 
毎⽉払いとする。 

3 スケジュール 
項  目 ⽇ 程・期 限 等 

公募開始⽇ 令和７年５⽉２９⽇（⽊） 

質問受付締切⽇ 令和７年６⽉６⽇（⾦）午後５時１５分まで 

質問に対する回答期限 令和７年６⽉１１⽇（⽔） 

参加申込書の提出期限 令和７年６⽉１６⽇（⽉）午後５時１５分まで 

参加要件適格確認の結果の通知 令和７年６⽉２０⽇（⾦） 

企画提案書の提出期限 令和７年６⽉２５⽇（⽔）午後５時１５分まで 

プレゼンテーション実施⽇ 令和７年７⽉２⽇（⽔） 

審査結果通知 令和７年７⽉８⽇（⽕） 

提案内容を反映させた仕様の最終確認 令和７年７⽉１６⽇（⽔） 

契約締結 令和７年７⽉下旬 
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4 事務局 
⼭形市財政部資産マネジメント課 担当︓⾞両係 
〒990-8540 ⼭形市旅篭町二丁目３番２５号 
電話︓023-641-1212 内線 804 FAX︓023-624-8870 
e-mail︓kanzai@city.yamagata-yamagata.lg.jp 
 

5 参加資格要件 
本業務の公募型プロポーザルに参加する者は、以下の要件を全て満たすこと。 

（１） ⼭形市契約規則（昭和３９ 年⼭形市規則第１８号）第２５条第２項に規定する
競争入札参加資格者名簿に登載されている者であること。（登載されている業種は問わな
いものとする。） 

（２） 会社更⽣法（平成１４年法律第１５４号）の規定による更⽣⼿続開始の申⽴てが⾏
われた者⼜は⺠事再⽣法（平成１１年法律第２２５号）の規定による再⽣⼿続開始
の申⽴てが⾏われた者でないこと。 

（３） 会社法（平成１７年法律第８６号）第４７５条若しくは第６４４条の規定に基づく
清算の開始⼜は破産法（平成１６年法律第７５号）第１８条若しくは第１９条の規
定に基づく破産⼿続開始の申⽴てがなされていないこと。 

（４） 本市の指名停止期間中でないこと。 
 

6 応募者の失格 
応募者が次の事項に該当すると本市が判断した場合は失格とする。ただし、本市がやむを得ない
事情があると認めた場合はこの限りでない。 

（１） 本要領を順守しない場合 
（２） 提出書類に虚偽の記載をした場合 
（３） 審査の公平性に影響を与える⾏為があった場合 
（４） 応募資格を欠いていることが判明した場合 
（５） 提案された予算額が、本実施要領に記載する予算額を上回る場合 
（６） その他応募者の失格事項に相当するものと本市が判断した場合 

 
7 実施要領及び仕様書に関する質問 

本プロポーザルに関する質問がある場合は、下記により質問すること。ただし、審査に支障をきたす
質問、評価基準及び他の参加者に関する質問は受け付けない。 
 

（１） 受付期間 
 令和７年５⽉２９⽇（⽊）から令和７年６⽉６⽇（⾦）午後５時１５分まで 
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（２） 質問⽅法  
質問書（様式１）を使⽤し、電子メール⼜は持参により提出すること。電子メールにより
提出した場合は、その旨を担当へ電話で連絡すること。持参する場合は、土⽇、祝⽇を
除く午前８時３０分から午後５時１５分までとする。 

（３） 質問先  
⼭形市財政部資産マネジメント課 担当︓⾞両係 
〒990-8540 ⼭形市旅篭町二丁目３番２５号 
電話︓023-641-1212 内線 804 FAX︓023-624-8870 
e-mail︓kanzai@city.yamagata-yamagata.lg.jp 
※メールの件名は「（質問）⼭形市⻑公⽤⾞賃貸借」とすること 

（４） 回答⽇時   
令和７年６⽉１１⽇（⽔）までに⼭形市ホームページに掲載。 
ただし、質問⼜は回答の内容が公開することにより質問者の不利となると判断したものにつ
いては、質問者のみに回答。 
 

8 参加申込及び参加要件適格確認 
（１） 申込期間   

令和７年５⽉２９⽇（⽔）から令和７年６⽉１６⽇（⽉）午後５時１５分まで 
（２） 申込⽅法   

下記（３）提出書類を、郵送（書留などの配達記録が残る⽅法によること）【締切⽇必
着】⼜は持参すること。持参する場合は、土⽇、祝⽇を除く午前８時３０分から午後５
時１５分までとする。 

（３） 提出書類   
ア 参加申込書（様式２） 
イ 誓約書（様式３） 
ウ 事業内容のわかるパンフレット等 

（４） 提出部数  
各 1 部 

（５） 提出先 
〒990-8540 ⼭形市旅篭町二丁目 3 番 25 号 
⼭形市財政部資産マネジメント課⾞両係（本庁舎地下１階） 

（６） 受領確認 
市は参加申込書を受領した際、応募者あてに電子メールにて受領確認の通知を⾏う。 

（７）参加要件適格確認 
上記（３）で提出された書類で、参加要件適格が確認された者に対しては、参加要件
適格通知書により通知を⾏う。参加要件を満たしていない者に対しては、参加要件不適
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格通知書により通知を⾏い、プロポーザルへの参加を認めない。 
 

9 企画提案書等の提出 
    上記「８ 参加申込及び参加要件適格確認」により参加要件適格の通知を受けた者は、次のとお

り企画提案書等を提出すること。 
 

（１） 企画提案書等の作成要領 
ア 提案書はＡ４サイズ版（縦・横どちらも可）とし、合計で２０枚以内とする。 
イ 本実施要領及び基本仕様書において市が求めている要件について踏まえた上で、以下 

のことについて記載すること。 
(ア) 業務実施体制の信頼性・安定性について 

・本業務実施のための体制、⾞両の保守点検及び修理体制の確保状況 
(イ) 本業務と同種⼜は類似する業務の実績について 

・業務内容や実績件数、類似業務等 
(ウ) 企画提案の内容について 

・⾞両の仕様・装備等（全ての追加オプション等を正式名称で記載し提案すること） 
・⾞両の市への賃貸借内容（メンテナンス内容等） 
・賃貸借開始時期の目途 

(エ) 提案額について（⾒積書及び⾒積の内訳書を提⽰すること） 
 

（２） 企画提案書等の提出⼿続き 
ア 提出期限 

令和７年６⽉２５⽇（⽔）午後５時１５分まで 
イ 提出⽅法 

提出書類を郵送（書留などの配達記録が残る⽅法によること）【締切⽇必着】⼜は持参
すること。持参する場合は、土⽇、祝⽇を除く午前８時３０分から午後５時１５分までと
する。 

ウ 提出書類 
(ア) ⼭形市⻑公⽤⾞賃貸借に係るプロポーザル企画提案書（表紙）（様式４） 
(イ) 企画提案書（上記（１）企画提案書等の作成要領をみたすもの） 
(ウ) 会社概要及び業務実績書（様式５） 

エ 提出部数   
上記ウの提出書類について正本１部、副本３部（カラー）を提出すること。 

オ 提出先 
〒990-8540 ⼭形市旅篭町二丁目 3 番 25 号 
⼭形市財政部資産マネジメント課⾞両係（本庁舎地下１階） 
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１０ プレゼンテーションの実施要領 
（１） プレゼンテーションの概要 

⾃ら提案する内容に沿って提案内容のプレゼンテーションを⾏い、審査委員から質疑を 
受けるものとする。 

（２） プレゼンテーションの参加対象者 
プレゼンテーションの参加対象者は企画提案書等を提出した者とする。 

（３） 実施⽇時及び場所 
令和７年７⽉２⽇（⽔）⼭形市役所（⼭形市旅篭町二丁目 3 番 25 号） 
※プレゼンテーションの開始時刻については、応募者あてに電子メールにて連絡する。 

（４） プレゼンテーションの実施内容 
ア プレゼンテーションは１者ずつの呼び込み⽅式とし、プレゼンテーションに引き続き質疑

応答を実施する。 
イ プレゼンテーションの説明者は補助者を含めて５名以内とし質問に責任をもって回答で

きる者を含むこととする。 
ウ 説明内容は提出のあった「企画提案書」に基づくものとし、追加資料は認めない。 
エ 提案内容や業務内容等、本市が指定した事項についてわかりやすく説明すること。 
オ 質疑応答については現場での受け答えのみとし、後⽇の回答は認めない。 

（５） タイムスケジュール 
提案者による説明（１５分以内）、質疑応答（５分以内） 

（６） 留意事項 
ア プレゼンテーションに必要なパソコン等の機器は提案者で⽤意すること。ただし、スクリー

ン及びプロジェクター若しくは⼤型モニター（接続⽅式︓HDMI、VGA 端子）について
は市で⽤意する。 

イ プレゼンテーションに出席しない場合、業務実施の意思がないものとみなし、原則として
受託候補者として選定しないものとする。ただし、不慮の事故等真にやむを得ない理由
で出席できないと判断される場合はこの限りでない。 

 
１１ 審査⽅法及び審査基準 

（１） 審査及び評価の⽅法 
本プロポーザルの評価は本市職員で構成する審査委員会において、別表１の審査基準
表により評価する。 

（２） 受託候補者の選定 
ア 各審査委員の評価点合計得点が最も⾼かった提案者を、本業務の履⾏に最も適

した契約の相⼿⽅となる受託候補者として選定する。合計得点の最も⾼い者が２
者以上いるときは、企画提案の評価点が⾼い者を受託候補者とし、なお同点の場
合は企画提案の評価順位の上位の得点が⾼い者を受託候補者とする。 



 

6 
 

なお、受託候補者の不測の事態を考慮し、次点の提案者も選定する。 
イ 各審査委員の持ち点（１５０点）を合算した値（満点）の６割を最低基準点と

し、各審査委員の評価点の合計得点が最低基準点に満たない場合は受託候補者
としない。 

ウ 企画提案をする者が１者のみの場合であっても審査を実施するが、その場合、各審
査委員の評価点の合計得点が満点の６割以上となった場合に限り、受託候補者と
して選定する。 

エ 審査の結果は文書により通知し、⼭形市公式ホームページで公開する。なお、電話
や⼿紙等による審査結果に関する問い合わせには⼀切応じない。 

オ 審査結果について、異議を申し⽴てることはできない。 
 
１２ 本契約 

受託候補者は最優秀提案を基本に全ての内容を再確認の上、仕様を明確化し、本市の承
認を得るものとする。したがって、受託候補者の選定をもって提案書に記載された全内容を承認
するものではない。 
受託候補者は、協議の上、明確にした仕様の内容に合意が得られなかった場合は、受託候補

者としての資格を失う。その場合は、次点の提案者を受託候補者として繰り上げ、交渉する。 
本市と受託候補者は、本プロポーザルで⽰した業務内容、業務の範囲及び本市が承認した提

案内容に基づいて⾒積書を徴収し、随意契約の⽅法により契約を締結する。 
 
１３ 本プロポーザル参加に際しての留意事項 
（１） 参加者は、参加申込書の提出をもって実施要領の記載内容を承諾したものとする。 
（２） 参加申込み後に辞退する場合は、辞退届（様式６）にて届け出ること。 
（３） 複数の企画提案書の提出はできない。 
（４） 提出期限後の提出書類の変更、差し替え⼜は再提出は認めない。（市が補正等を求め

る場合を除く。） 
（５） 提出された書類は、理由の如何を問わず返却しない。 
（６） 本市は企画提案書の審査・評価の際に提出書類の複製を作成する場合がある。 
（７） 提出された書類の内容に含まれる著作権、特許権、実⽤新案権、意匠権、商標権その他

⽇本国の法令に基づいて保護される第三者の権利の対象となっている事業⼿法⼜は維持
管理⼿法等を⽤いた結果⽣じた事象に関する責任は、すべて参加者が負うものとする。 

（８） 書類の提出に⽤いる⾔語は⽇本語、通貨は⽇本円、単位は⽇本の標準時及び計量法に
よるものとする。また、造語及び略語は、専⾨⽤語⼜は⼀般⽤語を⽤いて初めて出た場所
に定義を記述すること。 

（９） 提案書類提出等にかかる経費（交通費等を含む。）や、プレゼンテーションへの参加にかか
る経費など、本プロポーザルへの参加に要する経費は、すべて参加者の負担とする。 



別表１

評 価 の 視 点 配点

 ア 実務実施体制・業務実績 ＜１５点＞

本業務を行うにあたり十分な運営ができるか。
（会社事業の実績等）

5

本業務を効果的かつ効率的に実施できる体制が整っているか。
（点検整備施設、設備・連携会社等）

5

過去に本業務と同種又は類似の業務を実施するなど、本業務を安定
的に実施し得る実績を有しているか。

5

 イ 企画提案 ＜１０５点＞

① 車両の早期調達及び早期業務開始の提案になっているか。 30

②
装備要件に示したもの以外の車両の機能や追加オプション等につい
て、分かりやすく魅力的な提案になっているか。

25

③
車種及びグレードがハイグレードの車両選定の提案になっている
か。

25

④
継続検査・定期点検等の方法及び内容、消耗品交換の時期等がより
充実した提案になっているか。

15

⑤ 災害対応性能や環境性能が高い車両の提案になっているか。 5

⑥
市に起因しない車両の故障や事故時の補償や対応について、安心感
のある提案がなされているか。

5

 ウ 経 費  ＜３０点＞

評価点＝配点（３０点）×（最低見積額÷当該提案者の見積額）
※小数点以下切捨て

30

150

業 務 実 績

⼭形市⻑公⽤車賃貸借公募型プロポーザル

審査基準表

月 額 料 金

評 価 点 合 計

審 査 項 目

評

価

順

位

業 務 実 施 体 制


